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「三田学会雑誌」95巻 3 号 （2002年10月）

携帯電話產業におけるネットワーク外部性の実証 :

田 中 辰 雄

序

ネットワークの外部性はユーザ数の増加に 

応じてユーザの便益が上昇することである。 

事例としてはファックスやビデオデッキ，パ 

ソコンのO S とアフ。リケーションソフトなど

が知られており，理論の面でも外部性の理論
( 1 )

モデルの論文数は多い。 また， この外部性の

結 果 と し て 生 じ る 一 人 勝 ち （w inner-takes-

a l l ) 傾向は，経済学者ばかりではなく実践

的な経営戦略としても良く知られるようにな
( 2 )

った。 ビデオデッキでV H S とベータが規格

競争して V H S だけになってしまったことや，

パ ソ コ ン の OSで マ イ ク ロ ソ フ ト の ウ イ ン ド

ウズが圧倒的なシェアをとったことなどが一 

人勝ちの事例である。ネットワーク外部性は 

競争政策の点からも重要で， たとえばアメリ 

力のマイクロソフト裁判は，事実上このネッ

トワーク外部性による一人勝ちが問題になっ

( 3 )
たケースと見なすことができる。

このようにネットワーク外部性が注目され 

ている .にもかかわらず，ネットワーク外部性 

の計量分析による実証例は多くない。市場で 

一人勝ちが生じているだけでは証拠として十 

分ではない。なぜなら， ある企業の製品の市

* 本研究は未来開拓学術研究推進事業「電子化と産業政策•産業規制政策」の一部として行われたもの 

である。

( 1 ) ネットワークの外部性の古典論文はRolf ( 1 9 7 4 )である。経済学的に定式化されたものとしては， 

K atz  and  Shapiro  (1 9 8 5 )がよく知られている。一人勝ちについてはA rth u r ( 1 9 8 9 )を参照。

( 2 ) 経営的な含意としては， V arian  and Shapiro  (1998)，新 宅 • 許 斐 . 柴 田 （2000) がよくまとまっ

ている。

( 3 ) この裁判自体は，マイクロソフトがO S 市場での独占的地位を使って，他社製品を排除しようと 

したかどうかを問うもので，直接ネットワーク外部性を問題視したわけではない。 しかし，同社の 

独占的地位がネットワーク外部性によって実現した構造的なものかどうかは，常に論争の背後には 

控えていた。
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場シェアが高いのは， それが性能面• 費用面 

で他社製品より優れているためかもしれない 

からである。 たとえば，外食産業でマクドナ 

ルドがー人勝ちしたとしても，だれもネット 

ワークの外部性のためとは言わないだろう。 

この場合，マクドナルドが提供する製品•サ 

一ビスの質が高いか， あるいは価格が低いか 

ら他社より高いシヱアを得ていると見るのが 

妥当である。 シヱアが高いのはネットワーク 

外部性のためか， それとも性能.価格のため 

かを実証的に判定した上でなければネットワ 

一クの外部性が僂J)いていると言うことはでき 

ない。

ネットワーク外部性の計量分析の例は少な 

いながらも無いわけではない。ブリンジヨノレ 

フソンとケメラーは表計算ソフトについてへ 

ドニックプライスモデルを使った実証を行い， 

ネットワーク外部性が働いていたという結論 

を 得 て い る （B rynjolfsson and K em erer, 1996)。 

また，ガンダール， グリーンシュタイン& サ 

ラントはパソコンの 2 つのオペレーティング 

システムM S - D O S と C P / M の競争にネット 

ワーク外部性が働いていたことを実証した 

(Gandal, G reenstein  and Salan t, 1999)。 田中 

はビデオゲーム産業で， 90年代後半に競い合 

った 2 つのゲーム機すなわちプレイステーシ

ヨンとセガサターンにネットワーク外部性が

( 4 )
働いていたことを示している（田中，2003)。

本稿は， 日本の携帯電話産業についてネッ 

トワーク外部性が働いているかどうかを実証 

しようという試みである。 日本の携帯電話産

業ではドコモのシェアが 6 割近くに達してお 

り，一見して一人勝ちのように見える。 これ 

はネットワークの外部性が働いているからだ 

ろうか， それとも性能.価格など製品の競争 

力で説明できるのだろうか。本稿では， この 

点をへドニ ッ ク プライスモデルと V A r  (ベ 

クトル自己回帰モデル）を使って検証する。 

結論としてネットワークの外部性は働いてい 

る可能性が高い。 ただし， その大きさは他の 

機能に比べて圧倒的に大きいというほどのこ 

とはない。以下，第 1 節では予備的考察とア 

ンケート調査の結果について述べ，第 2 節で 

はへドニックプライスモデルを使った実証を， 

弟 3 即 で は im o d e についての実証を説明す 

る。第 4 節では結論とともに競争政策上の含 

意について考察する。

1 。予備的考察： 

互換性とアンケート調査

まず，携帯電話産業におけるシニアの推移 

を見てみよう。図 1 は携帯電話各社のユーザ 

数シェアの推移である。新規加入ユーザ数 

(フロー）ではなく，既 存 ユ ー ザ 数 （ストッ 

ク）であることに注意されたい。一見して明 

らかなようにドコモのシヱアが 6 割程度と高 

く， しかも安定的に推移している。 これに対 

して T U - K A と a u のシェアは緩やかな低下 

傾向であり， ここだけを見ると一人勝ちが生 

じているように見える。 しかし， J - p h o n eの 

シヱアは緩やかな上昇傾向であり， ここに注 

目すると一人勝ちではない。 シヱアの推移だ

( 4 ) 実証方法のまとめとしては田中（2 0 0 1 )を参照されたい。
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図 1 携帯電話会社のシX アの推移

%

Aug-96 Apr-97 Dec-97 Aug-98 Apr-99 Dec-99 Aug-00 Apr-01

— Docomo — au TU-KA J-phone

けではネットワーク外部性が働いているかど 

うかは判然としない。はたしてネットワーク 

外部性が働いているのか否か，以下検討を行 

う。

そもそも，携帯電話産業でどんなネットワ 

ーク外部性が働きうるのかを整理しよう。 ま 

ず，音声通話に間するかぎり，単に通話可能 

という意味ではネットワークの外部性は働い 

ていないと言って良い。なぜなら携帯電話会 

社間の相互接続が行われており， どの携帯電 

話会社と契約してもすべての携帯電話間で通 

話することができるからである。 しかし，同 

じ携帯電話会社間では通話料金が割引になる 

ので，通話料金まで含めて考えるとネットワ 

一クの外部性が働く。ユーザ数が多い携帯電 

話会社と契約したほうが，割引料金となる相 

手と通話する確率が高いので，平均的な通話

料が安くなるからである。大きなシェアを持 

つ携帯電話会社には， このように割引によっ 

てネットワーク外部性を生じさせ，競争を有
( 5 )

利に進めようという誘引がある。

さらに重要なのは音声通話以外の通信機能， 

すなわちメ一ルやウェブのブラウジング機能 

である。携帯が扱うメ '一ルのうち， ショ'一ト 

メールと呼ばれるメールは同じ携帯電話会社 

間でないと届かない。むろんインターネット 

を経由する通常のメールはどの携帯電話会社 

間でも届く。 しかし， インターネット経由の 

メールはショートメールより料金が高いので， 

メールのヘビーユーザはショートメ一ルを愛 

用すると言われる。 また写真つきメールなど 

付加サービスは， _ じ携帯電話会社でないと 

利用できない。絵文字も携帯電話会社が違う 

と表示できないことが多い。 このようにメー

( 5 ) シヱアの小さい会社にはこのような誘引はないので，シヱアの小さい会社が割引戦略をとるのは 

対抗策と考えた方がよいだろう。
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ル_ 連の付加サービスは，携帯電話会社の間 性はドコモの占有物ではなくなった。すなわ

で互換性がとれていない。 したがって，ユー 

ザ数が多いほうが， 多くのユ ー ザ と これらの 

付カ卩サ ー ビ ス を 楽しめるという点でユ ー ザ の  

便益が高くなる。

以上はネットワークの外部性のうち直接的 

外部性であるが，間接的外部性の例もある。 

間接的外部性とは補完財との間の相互作用で 

生じるネットワーク外部性で，携帯電話から 

のウェブのブラウジンダで生じた可能性があ 

る。 ウェブのブラウジングではドコモの規格 

( c - h tm l)と a u の 規 格 （W M L) の 間 に は 互  

換 性 が な く ， J -p h o n eの 規 格 （MML) はド 

コモと似ていたが画像フォーマットが違うた 

め完全互換ではなかった。閲覧できるウェブ 

ページが多いほうがユーザの便益が高いから， 

先行したドコモが im o d e用のウェブページ 

が多いという利点を生かしてそのままシェア 

を伸ばした可能性がある。 ちょうど， ウイン 

ドウズとその上のアプリケーションと间じよ 

うな閨係である。

なお，最近， a u と J -p h o n eは im o d eのサ 

イトを自社端末で読めるように対策をほどこ 

したので， こ の im o d eサイトの間接的外部

ち互換性がとれたことでネットワーク外部性 

は産業単位に拡散し， ドコモだけに働くわけ 

ではなくなった。本稿ではそうなる前の時期 

に限って分析を行う。

このような外部性の存在は，実際にユーザ 

に意識されているだろうか。ネットワークの 

外部性はユーザの主観的な判断によるので， 

ユーザがその利益を意識していなければ存在 

しないと同じである。 そこで，慶應大学経済 

学 部 の 学 生 （し 2 年生296人）を対象に簡単 

なアンケート調査を行った（調査時点は2002 

年春)。

まず，携帯電話会社を選ぶときに，親しい 

友人と同じ携帯電話会社であると便利という 

要因を考えたかどうかをたずねた。図 2 (a) 

に見るように考えたという人は4 割である。

4 割であるから半数には達しない。 しかし， 

同じ問いを普通の財， たとえば自動車やカメ 

ラなどについて発したとき，友人と同じ製品 

のほうが便利と答える人の数は 4 割よりはる 

かに小さいだろう。 このように考えれば 4 割 

というのは高い数^6 である。

この 4 割の人に対して， どのような理由で

( 6 ) 携帯電話についてここであげたのは企業単位で働く外部性である。 しかし，互換性が完全にとれ 

ていると企業単位ではなくネットワーク外部性は産業単位で働く。たとえば，携帯用のウェブ記述 

言語がc-h tm l— 種類になると，ユーザはどの携帯機種からでもウェブページを読めることになり， 

ユーザから見たネットワークの外部性の利益は高まる。 しかし，互換性が完全にとれると規格 

(c-html) はオープン規格となり，この外部性の利益は産業全体に拡散して，個々の企業の製品価格 

やシヱアに外部性は反映されない。実際に最近 J-ph o n eとa u は自社の端末でc-h tm lを読めるよう 

にしたので，互換性が確保され，im odeサイトのネットワーク外部性は産業単位にひろがった。

本稿では産業単位ではなく，企業単位のネットワーク外部性に関心を集中する。その理由は，一  

つはいま延べたように観察しやすいからであるが，より積極的な理由は，企業単位の外部性はマイ 

クロソフト裁判に見るように競争政策上の意味が大きいからである。
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図 2 携帯を選ぶときに友人の携帯を考慮するか

Q 携帯会社を選択するとき，友人(よく連絡をとる相手)と Q 「考えた」という人へ，それはどういう点で便利なのでしょう

同じ会社にしたほうが便利かなということを考えたか
その他絵文字が

アンケートは2002年春に慶應大学の学生（1，2年生)296人に対して行った。 

有効回答は293人である。

友人と同じ携帯会社なら便利なのかを尋ねた。 

回答の選択肢は， 1) 同じ会社だと通話料金 

が安い， 2) メールなどで同じ会社でしか使 

えない付加サービスがある，3) 操作方法を 

教えてもらえる， 4 ) その他，の 4 つ用意し， 

その他と答えた人には具体的にどんな要因か 

を挙げてもらった。 その結果が図 2 ( b )であ 

る。同じ会社でしか使えない付加サービスを 

あげた人が半数で一番多い。その他を選んだ 

人のあげた要因は，絵文字が使えないなど， 

事 実 上 は 「同じ会社でないと使えない機能」 

にあたる者が多かった。以上二つの問いから， 

ユーザはネットワーク外部性の存在を意識し 

ていることがわかる。

意識面だけではなく，実際の携帯会社の選 

択の面でも外部性の影響があるだろうか。 こ 

れを次の問いによって調べた。 まずどの携帯 

電話会社を使っているかをたずねる。結果は 

表 1 の第一列で， ドコモ， J-phone , a u のユ

一ザはそれぞれ 174人， 54人， 65人であった。 

そのシェアは5 9 % ， 18% , 2 2 % で，図 1 でみ

た市場全体のシェア 6 ： 2 ： 2 とほぼ一致し
(7)

ている。次にもっとも親しい友人 3 人を思い 

浮かべてもらい， そのなかで同じ携帯電話会

表 1 友人関係と携帯会社の選択

Q 1 あなたの使っている携帯会社（キャリア） 

は何ですか。

Q 2 あなたの親しい（よく連絡をとる）友 人 3 
人を思い浮かべてください。そのなかであ 

なたと同じ携帯会社の携帯を持っている人 

は何人ですか？

友人3人のな

ユ ー ザ 数 いる人は何人キャリア 
ユ ー ザ 数 シ ヱ ア か ？ 保有率

Docomo 174 0.594 2.023 0.674

J-phone 54 0.184 1.204 0.401

au 65 0.222 1.154 0.385

合計 293 1.000

アンケート実施要項は図1 と同じ

( 7 )  T U -K A のユーザは1 人しかいなかったので捨象した。
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社を使っている人の数を答えてもらった。第 

3 列がその結 果 で ， キャリア別の平均値を示 

した。 ドコモユーザは友人 3 人のなかで平均 

して2 . 0 2 3 人が同じドコモを使ってお り ， J- 

phoneユーザは友人 3 人のなかで平均 1 .2 0 4  

人が 同 じ J-phoneを使っているということ 

である。 この人数を 3 で割ると，い わ ば 「友 

人内同キャリア比率」 とでも言うべき値が得 

られる。 その値はドコモは 6 7 %， J-phoneは 

4 0 %, auは3 9 %である。

もし携帯電話会社の選択が，友人がどの携 

帯会社を使っているかとは独立に行われると 

すれば， この友人内同キャリア比率は市場シ 

ェアとほぼ等しくなるはずである。 もし，ネ 

ットワーク外部性が働いているとすれば，通 

話し合う友人内では同じキャリアにそろえよ 

うとする誘引が働くから，友人内同キャリア 

比率の方が高くなるはずである。事実は，明 

らかに友人内同キャリア比率の方が高くなっ 

ており，特 に J-phoneと auでは市場シェア 

の 2 倍に達している。言い換えれば，友人間 

では同じ携帯会社を使う傾向があり， いわば 

クラスターができていることになる。 これは 

ネットワーク外部性が働いているからである 

と解釈できる。

2 。直接的外部性の実証：

へドニックプライスモデル

ネットワーク外部性が働いているならば， 

シェアの大きい携帯電話会社のサ ー ビ ス の 方

が ユ ー ザ か ら 見た便益が高い。 し た が っ て ，

ユーザはより高い対価を払う用意があること

になり，市場価格がそのプレミア分だけ高く
( 8 )

なるはずである。 したがって，へ ド ニ ッ ク フ 。 

ライスモデルを推定したとき， シヱアも説明 

変数に加え， これが価格に正の影響を与えて 

いることを示せば，ネットワークの外部性が 

働いているひとつの証拠になる。 この方法で 

の実証例としてはブリンジョルフソン& ケメ 

ラーが表計算ソフトについて適用した例があ 

る （Brynjolfsson and Kemerer, 1996)。

携帯会社 i の t 時点での機器価格と利用料 

金を合わせたサービス価格を P ric e^ t，ユー 

ザ数を U sersi，t， シェアを Sharei，t とすると， 

次式を推定する。

Pricei,t= a + b * U se rS i,t-i

[or b*Shareu —i] +  

c* (characteristics of the  

serv ice)

ここで， c h a rac te ris tic s  of the  serv ice とは 

携帯電話サービスの品質を表す指標である。 

たとえば通話可能エリア，音声品質，電話機 

の重さ，待ち受け時間，着信音の豊富さなど 

である。 この推定式の回帰係数 b が有意に 

正であれば，外部性があると判断できる。以 

下，各変数について詳しく説明する。 なお， 

分析対象の携帯会社は，通話可能エリアのデ 

一 夕制約からドコモと J -p h o n eだけとする 

ので， i =  l ，2 であり， t は月次デ ー タ で ある。

( 8 ) 厳格には市場競争のあり方にもよる。ここでは製品差別化の上での寡占競争をしていると想定し 

ておく。
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⑴ 価 格 P r ic e u単 位 ：円 高さがシェアで説明つくかどうかがここでの

価格は携帯電話機器と通話料の価格の和で 

ある。携帯電話機器の価格は， 日経新聞に載 

るその月の市場価格調査を使った。 この調査 

では， そのときの売れ筋機種を携帯電話会社 

ごとにひとつ選び， その市場価格を載せてい 

る。通話料はさまざまの料金プランがあるの 

で，毎月平均して 2 時間通話すると仮定して， 

もっとも安いプランを採用した。 2 時間とい 

う数字は，各種の調査で平均的なユ ー ザ の 通 

話 時 間 （メディアン）である。なお同じ携帯 

電話会社間では割引になるという要因は考慮

していない。通話料金は 3 か月間の料金とし
(9)
た。 こうして得られた価格の推移をドコモと 

J -p h o n eについて示したのが図 3 である。一 

見してわかるようにドコモ の方が高 い 。 この

検証課題である。

⑵ ユ ー ザ 数 U s e rSi，t—! ま た は シ ェ ア  

Sharei,t- i 単 位 ：1，000人または％

外部性をあらわす指標としてはユ ー ザ 数と 

シェアを用意する。ユ ー ザ 数はネットワーク 

外部性の絶対的な大きさを， シニアは相対的 

な大きさを表す。ネットワーク外部性の本来 

の趣旨からすればユ ー ザ 数が自然な指標であ 

る。 しかし，競争が行われていることを考え 

ると， シヱアの方がふさわしい面がある。な 

ぜなら，製 品 が 2 種類あれば，ユ ー ザ は 将来 

どちらが勝ち組になるかを予想して購入を決 

める可能性があるからである。 そうだとする 

とある企業A のユ ー ザ の 絶対数が増えても

図 3 ドコモの価格とJ -p h o n eの価格

価格= 機種価格+  3か月分の通話料、通話料は月に2時間通話すると仮定して計算

Docomo —— J-ohone

( 9 )  3 か月という数値に特に根拠は無いが，この値を1 か月あるいは6 か月に変えても，推定値の有 

意性に大きな影響は無かった。

( 1 0 ) ユーザが合理的なら将来の期待に基づいて行動すると仮定した方がよい。たとえば， K atz  and 
Shapiro  (1 9 8 5 )や 林 （1 9 9 2 )のモデルでは，ユーザは現在のユーザ数ではなく，将来の均衡状態 

のユーザ数を予想して購入を決めると仮定し，合理的期待均衡を求めている。
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ライバル企業 B のユ ー ザ が それ以上に増え 

れば，企 業 A の製品は負け組になるという 

予想が強まり，ユ ー ザ は 企 業 A の製品への 

購入を控えようとするだろう。 このような場 

合は，ユ ー ザ 数よりシェアを外部性の指標と 

するべきである。事前にはどちらの指標が有 

効かはわからないため，本稿では両方を用い 

る。

なお， いずれの変数も一期のラグをつける。 

その理由は 2 つある。第一にネットワ一クの 

外部性は，ユーザがその企業のユーザ数が多 

いということを知ってから発動する。個々の 

ユーザがそのような状況の変化を認識するに 

は時間がかかるから， ラダがあるとするのが 

自然である。第二に， ラグをとることで，寡 

占企業の市場支配力の効果とネットワーク外 

部性の効果を， 多少なりとも区別ができる。 

本稿ではシェアが高いと価格が高くなるのは 

ネットワークの外部性があるからだという解 

釈をとっているが， これは需要側からの見方 

である。供給側から見ればシェアが高いと市 

場支配力が高まり， そのために高い価格を提 

示できるという解釈も可能である。両者を区 

別することは難しいが，市場支配力による価 

格上昇ならシヱア変数にラグをとる必要性は 

乏しいだろう。 そこでネットワークの外部性 

に沿った解釈が自然なようにラグをとること 

にする。

(3) 機能変数（制御変数）

携帯電話のサービスならびに電話機の機能 

を表す変数を用意する。データの出所は携帯 

電話会社の各月のカタログである。

⑷ Areai,t 通 話 可 能 ェリアである（％)。 

人数ではなく地理的なカ バ レ ッ ジ の 比 

率である。 カタログに載ってい る 通話 

可能範囲の地図より作成した。

(b) In te r  D i . t ウェブのブラウジングがで 

きるとき 1 をとるダミ一変数

(c) W eighti，t 重 さ （単 位 ：g)

(d) V o l u 体 積 （単 位 ：cc)

(e) Lnmelodyi>t 着信音の種類の対数値 

⑴ Colori> t色の種類

⑶ W a i t T u 待 ち 受 け 時 間 （単 位 ：時間）

(h) T a lk T u 連 続 通 話 時 間 （単 位 ：時間）

⑴ M em u メモリ一へのアドレス登録人 

数 （単 位 ：人）

⑴ SoundDi.t和音機能がつ い て い るとき 

1 をとるダミ一変数 

(k) Co lD D i.tカラーデイスプレイのとき 

1 をとるダミ一変数 

⑴ BendDi.t折 り た た み 式 の と き 1 をと 

るダミ一変数 

(m) CameraDj.tカメラ付のとき 1 をとる 

ダミ一変数

通 話 可 能 ェ リ ア A reaは N T T ドコモと J- 

phoneしかデ一タが入手できなかった。通話 

可能ェリアは，携帯の普及初期には携帯電話 

会社を選択する際の最重要の要因だったので， 

この変数を無視することはできない。そこで， 

本稿で は ド コ モ と J-phoneだけを分析対象 

とすることにする。

なお， こ こ に カ バ ー し て い な い 重要な機能 

変数として通話品質がある。ハ ー フ レ ー ト を  

採用した会社の音質が低下した， あるいはュ 

一ザ数が急に増えて基地局が追いつかずつな
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がりにく くなったなど，通話品質面でも各社 

の携帯サービスには差が生じていた。 しかし， 

通話品質についての一貫したデ一タが入手可 

能ではなかったのでこの分析では捨象した。 

この点は本稿の分析の限界となる。 また， も 

うひとつの限界として企業固有の効果， たと 

えば N T T ドコモのブランド効果などのよう 

な要因も捨象されており， これも本稿の限界 

となる。ブランド効果は重要な攪乱要因で， 

この点はすぐ後にとりあげる。

また，本稿特有の限界ではないがへドニッ 

クプライスモデルの限界にも触れておく。そ 

れはへドニックプライスモデルが需要面だけ 

見た分析で，供給面を考慮していないという 

点である。すでにシェア変数にラグを持たせ 

るところで寡占企業の市場支配力に触れたが， 

もっと戦略的な行動を考えるとさまざまの攪 

乱が生じうる。たとえば，ネットワーク外部 

性があることがわかっているなら，価格を他 

社より大幅に下げて赤字状態にしてもシニア 

を拡大し，他社を駆逐してから価格を引き上 

げて損失を回収するという行動が現れるかも 

しれない。そうだとすると，最大シェアの企 

業の価格が一番低いという状態が，短期的に 

は現れうる。 このように供給側のさまざまの 

要因を捨象して行われるのがへドニックプラ 

イスモデルであり， これも分析上の限界とな 

る。 ここでは供給側は，単純に製品差別化競 

争を行っていると想定しておく。

推定結果は表 2 にまとめた。モデル 1 と 2 

はユ ー ザ 数を説明変数に使 っ た とき，モデル 

3 ， 4 はシェアを使ったときである。それぞ 

れ全制御変数を使ったとき（モデル 1 ， 3 )

表 2 ドニックプライスモデルの推定結果

E xplained  v a r ia b le :P r ic e ( i，t)

m odel No

constan t

U sers ( — 1)

Share (—1)

A rea

2 4

48220 22664 25433 31695
(3.23) (3.65) (2.16) (7.01)
l . o r 1.913s
(9.64) (9.97)

1224** 1096“  
(7.12) (6.74)

(other contro l variables) 
InterD  
W eight
Vol ns
Lnm elody +  +
Color 
W aitT

445.9**
(14.06)

858**
(6.06)

4 4 2 .0 ^  
(20.78) 

696* *  

(6.08)

T a lk T
M em
Sound
ColDD
BendD
C am eraD
tim e
tim e 2

R 2
Adjusted R2 
F-value

—)

( +  ) 
ns 
ns

+

+

+
ns
+

+

+

+

ns

+ +

0.936 0.919 0.958 0.952
0.927 0.914 0.952 0.949
98.39 147.54 153.45 385.97

124 124 124 124

t  value in the parentheis.
“ns” m eans “not significant a t  5% level.
+  or — m eans sigin ificant a t 5% level positively or 
negatively, respectively.
( +  ), ( —) m eans sig in ificant a t 10%level.

と，制御変数を符号条件が正しく有意なもの 

だけに限ったとき（モデル2 ， 4 ) を掲げた。 

どの場合でも，常にユ ー ザ 数あるいはシェア 

は価格に有意な影響を与えている。 したがっ 

て，ネットワーク外部性の存在は支持された 

ことになる。外部性の大きさは，ユ ー ザ 数の
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係 数 は ほ ぼ 1 なので，ユーザが 1,000人増え 

ると価格が 1 円上昇する。一方， シヱア係数 

はおよそ450なので， シェアがパーセンテ一 

ジ で 1 ボイント増えると価格は 450円上昇す 

る。

外部性の相対的な大きさを評価しよう。全 

期 間 を 通 じ た ド コ モ と J -p h o n eのユーザ数 

の差の平均値を求めると 1,600万人程度であ 

るので，外部性による価格プレミア（ドコモ 

が高い価格をつけることができる部分）は，お 

よそ1，600*10*1=16,000円となる。 シヱアか 

ら見るとドコモと J -p h o n eのシェアの差は 

ほ ぼ 4 割程度なので，価格プレミアは 450* 

4 0 (% )= 1 8 ,0 0 0円となる。 いずれも近い値に 

なる。 ここで全期間での価格（機種価格+  3 

か月分の通話料）の平均値は42,873円なので， 

16,000〜18,000円は比率にすると全体の価格 

のほぼ 4 割に達する。 4 割というのは値とし 

て大きい。

ただし， この値は実際の値より過大である 

可能性が高い。 なぜなら， この値にはドコモ 

のブランド効果も混ざっている可能性がある 

ためである。N T T は長く日本の通信産業の 

トップブランドだつたために， ドコモの携帯 

はこのブランド効果ゆえに高く売れている可 

能性がある。 このような企業固有の要因を取 

り除くために， ダ ミ ー 変 数 （ドコモなら1 ， 

J -p h o n eなら 0 のダミ一変数）を入れて推定す 

ると，表 2 のシヱアとユーザ数の係数は有意 

ではなくなってしまう。

これは図 1 で見るようにドコモと J-phone 

のシヱアがあまり変動せず，安定的だからで 

ある。ブランド効果は時間的にほぼ一定と見

なせるから， シェアが変動していればブラン 

ド効果とシェア効果は区別できる。 しかし事 

実としてシェアの変動は小さいので， ここで 

行った推定ではブランド効果とシュア効果の 

区別は難しい。ゆえに， ここでネットワーク 

の外部性の効果とされた上記の 4 割という値 

は，ブランド効果も含んだ値である。いわば 

ネットワーク外部性の効果の上限と見なすベ 

きである。

逆に， 4 割という値がすべてブランド効果 

のためで，ネットワーク外部性は働いていな 

いという可能性はあるだろうか。論理的には 

可能性はある。 しかし，ブランド効果だけで 

4 割もの価格差が生じるというのは実際の市 

場状況から見て無理がある。先に述べたアン 

ケート時に同時に学生にヒアリング調査する 

と，N T T だから安心して購入した， などの 

ブランドへの信頼性はほとんど出てこない。 

N T T のブランド効果は，地方や年配者では 

ある程度あるかもしれないが，都市部あるい 

は若年層では希薄である。ブランド効果があ 

るとしても， それだけで 4 割もの価格差が生 

じるとは思えない。

以上を踏まえ，結論としてはここで得た 4 

割という値は，ネットワーク外部性とブラン 

ド効果が合計された値であると結論づけたい。 

価格の 4 割というのは，ネットワークの外部 

性の上限で，実際にはこれより小さいという 

ことである。

3 . im o d eでの間接的外部性：VAR

次にウェブのブラウジングサービスでの間
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接的外部性について実証を試みよう。すでに 

述べたようにドコモの im o d e のサイトと， 

J-phone , a u のサイトには最近まで完全な互 

換性はなかった。アクセスできるサイトが多 

いほうがユーザの便益は高いから，サイト数 

の多い携帯のユーザ数が増える。逆にサイト 

を作る側からすれば，ユーザ数が多い携帯向 

けにサイトを作ったほうが利用者数が多いか 

ら，ユーザ数の多い携帯会社向けのサイト数 

が増えてくる。 したがって，ユーザ数とサイ 

ト数の間に正のフイ一ドノくックが働いて， 自 

己増殖的に拡大していくことになる。 ちょう 

とパソコンでのウインドウズとその上のアプ 

リケーションのような閨係であり，特に最大 

シェアをとった携帯がさらにシェアを高める 

可能性がある。先 行 し た im o d e はユーザ数 

もサイト数も他社に先んじており， それゆえ 

正のフイ一ドバックが働いて自己増殖した可 

能性がある。 ただし，2001年夏ごろ以降は， 

a u と J - p h o n e側 が i m o d eのサイトも読める 

ようにして互換性をもたせたので， この外部 

性はドコモだけではなく他社にも拡大した。

そこでここでの推定対象は im o d eサイトの 

外部性がドコモだけに限られた 2001年夏まで 

とする。

実際の普及過程を見てみよう。普及過程を 

見るとき，サイト数は公式サイトだけではな 

く独立系のサイト， いわゆる勝手サイトも含 

む必要がある。 ここでは im o d eサイトの検 

索 エ ン ジ ン で あ る 「Oh! N e w 」が公表して 

いたデ一夕を使った。 この検索エンジンは 

im o d e の勝手サイトを検索しており，過去 

に検索にかかったサイト数のデータを記録し 

ている。図 4 はこのサイトの増加数と， ドコ 

モの携帯電話ユーザの増加数とを同じ軸上に 

とったものである。サイト数，ユーザ数とも 

に累積数ではなく每月の増加数である。期間 

は1999年 3 月から2001年 7 月までである。

ここで正のフイ一ドバックが働いているか 

どつか  ¥ ，V A R  (V ector A utoregression  ベ 

クトル自己回帰）で検証してみよう。D S ite t 

を ド コ モ の i m o d eサ イ ト の 每 月 の 増 加 数  

(単位，個)，D U s e rtはユーザの每月の増加 

数 （単位，1，000人） とする。 ラ ダ が 1 期の

図 4 ドコモユーザの増加数とim o d eサイ卜の増加数の推移

ユ - ザ増加数（千人） サイト増加数（個数）
1000 4500

Mar-99 Jul-99 Nov-99 Mar-00 Jul-00 Nov-00 Mar-01 Jul-01 
May-99 Sep-99 Jan-00 May-00 Sep-00 Jan-01 May-01

ドコ モ ユ ー ザ の 前月比増加数 -imodeサイトの前月比増加数
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V A R 推定式は

D U sert= c  +  a iD U sert- i+ b iD S ite t- i

+  V t

D S ite t= c  +  a2D U sert-i +  b2D Sitet-i

+ u t

となる。 ここで，交差項の係数 h と a2 の係 

数が有意に正であれば，正のフィ一ドノくック 

が働いていると判断できる。 この方法でネッ 

トワーク外部性を実証した例として，パソコ 

ンの二つの O S に つ い て の 実 証 例 （G andal， 

G reenstein and Salan t, 1 9 9 9 )と， ビデオゲー 

ム産業での実証例がある（田中，2003)。なお， 

データ数が27個と少ないので信頼性にやや難 

があることは否めず， この点は本研究の限界 

となる。

推定結果は表 3 にまとめた。V A R のラグ 

は尤度比検定の結果， 2 を採用した。第 ⑴  

式でサイト数 D S i t e の係数に F 検定を行う 

と 5 % 水準で有意であり，サイト数の増加は 

ユーザ数を増加させると言って良い。第 ⑵  

式でも，ユ ー ザ 数 D U s e rの係数は 10%水準 

で有意であり，やや有意水準は下がるものの， 

ユーザ数の増加はサイト数を増やすことが見 

て取れる。 したがって，正のフィードバック 

が検証されたことになる。第⑴式でのサイ 

ト数の係数は0 .0 6 1 (ニ0.00 +  0 .0 6 1 )なので， 

サイト数が 1 増えるとユーザ数は 60人増える。 

一方，第 ⑵ 式 の ユ ー ザ 係 数 3 .5 3 (= 1 .8 5 1 +  

1 .6 7 9 )より，ユーザ数が 1 ，000人増えるとサ 

イト数が3 .5個増えることになる。

表 3 imodeサイトの正のフィードバックの検証

(1) (2)

variab les DUser D Site

constan t 535.007 -1154 .430
(4.83) - ( 1 .6 7 )

D U sers( —1) 0.097 1.851
(0.55) (1.69)

D U sers( —2) - 0 .3 7 P 1.679
- ( 1 .9 4 ) (1.41)

D Site ( - 1 ) 0.000 0.406*
(0.01) (1.92)

D Site ( - 2 ) 0.061* 0.265
(1.92) (1.33)

R -square 0.411 0.679
A djusted  R2 0.304 0.621
(Causality check)
F-value 5.044** 3.041*
P-value of F 0.0169 0.068
number of observations 27 27

t  value m the parentheis.
^ s ig n ifica n t a t 5%, ^significant a t 10%
Null hypothesis of the F-value is: cross term s’ 
coefficients a re  zero.

4 。結論と競争政策上の含意

本稿では携帯電話産業にネットワーク外部 

性が存在するかどうかを計量分析で検証した。 

結論としてネットワーク外部性は働いていた 

可能性が高い。ユ ー ザ は ドコ モ ユ ー ザ が 多い 

がゆえにドコモに対してより高い価格プレミ 

アを払っている。 また， im o d eサイトとユ 

一 ザ 数には正のフ イ 一 ドバックが働いた。ブ 

ランド効果との区別やデータ数の少なさなど 

の留意点は残るが，全体としてはネットワー 

ク外部性が携帯電話産業に働いていた可能性 

は高いといってよいだろう。
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最後に競争政策について考察して終わりと A re a 858 通 話 エ リ ア (%)

したい。ネットワーク外部性のために独占が 

維持されているとすると競争政策上の問題が 

生じうる。ネットワーク外部性によって独占 

的地位が達成されている場合，他社は競争す 

ることが困難となり，競争圧力が低下するか 

らである。マイクロソフトの独占訴訟はこの 

点が問題の背景にあった。はたしてドコモの 

高いシヱアはネットワークの外部性で維持さ 

れているのだろうか。

まず， i m o d e については，すでに述べた 

ように2001年夏以降はどこの携帯会社の端末 

か らでも im o d e のサイトが読めるようにな 

ったので，ネットワークの外部性は産業全体 

に拡散し， ドコモに特別有利なことはなくな 

ったと言ってよい。 この面の間接的外部性は 

すでに競争政策上は問題ない。問題なのはメ 

一ルなど付加機能や価格割引に伴う直接的外 

部性である。本稿のへドニックプライスモデ 

ルでの推定結果によれば，価格プレミア部分 

は1 6，000円〜1 8 ,0 0 0円で総価格の 4 割に達し 

ており，非常に大きい印象を受ける。 この値 

はブランド効果も含まれているので割り引く 

必要があるが，仮にネットワーク外部性によ 

る 影 響 を 半 分 と 見 て も 7 ,0 0 0 ~ 8 ,0 0 0円 （2 

割）であり，かなりの水準である。

しかし，他の機能変数の影響もこれに劣ら 

ず大きい。例としてモデル 3 について，表 2 

では省略していた制御変数の値のいくつかを 

示してその大きさを見てみよう。

変 数 係 数 の 値

S h a re  445 シ ヱ ア （％)

L n m e lo d y  4 0 4 5 着信音数 (対数値）

C o lo r 1 1 3 1 色数

W a itT  2 9 待ち受け時間

(時間）

C olD D  8 0 7 5 カ ラ ー デ ィ ス プ レ

ィダミー

( t値が1.00以上で符号条件が合っているものの 

み示した）

たとえば，待ち受け時間を 100時間増やせ 

ば2 ,9 0 0円分の価格上昇がある。通話エリア 

で1 0 % ボイントの差をつければ 8 ,5 8 0円， 20 

% ボイントの差をつければ1 7 ,1 6 0円分の便益 

を作り出せる。 カラーディスプレイをドコモ 

に先んじて出せば， 8 ,0 7 5円高く売ることが 

できた。色 数 を 5 色 に 増 や せ ば 5 ,6 5 5 (=  

1131*5)円だけ価格が上昇する。 このように 

他の機能面でドコモに差をつければ，外部性 

の効果を逆転できる。

実際，待ち受け時間と通話エリアは，第三 

世代市場で大きな役割を果たしている。 2002 

年秋の時点では，第三世代市場ではドコモの 

F O M A が 売 れ ず ， a u の C D M A - lx が 売 れ  

ているが， これには待ち受け時間と通話エリ 

アが大きな影響を与えていると言われる。 

F O M A はまったく新しい技術に基づく製品 

のため，待ち受け時間が極端に短く，通話エ 

リ ア が 限 ら れ た 。 こ れ に 対 し ， a u の 

C D M A - lx は既存の設備を使い，既存技術の 

延長線上の製品だったために待ち受け時間が 

従来機種どおりで， これまでの通話エリアで 

の通話がそのまま可能であった。 J - p h o n eが

1 3 1 ( 587)



写真つきメ ー ル で シヱアを伸ばしたのも記憶 

に新しい。 このようにシェア以外の他の機能 

要因で外部性の効果をひっくり返すことが実 

際に可能である。 したがってネットワーク外 

部性があるとしても，競争が不可能になるほ 

ど大きなものではなく，十分競争が行われて 

いるとみることが出来る。

まとめると，本稿の推定結果が示すように 

ネットワーク外部性は働いており， その大き 

さはかなりのものになる。が、，间時に他の機 

能要因の影響も大きく，技術革新で他の要因 

で先んじれば，他社がドコモに対抗すること 

は可能である。技術革新が停滞して新しい機 

能が出なくなるような時代がくれば別である 

が，当面そのような見通しは立ちにくい。少 

なくとも現状では競争政策を発動する必要は 

無いだろう。

(経済学部助教授）
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